
1．循環型社会・循環経済展開と発生抑制の意義

　JW センター情報 2023 年 4 月号では、廃棄物の

処理処分施設が社会の健全な環境維持のためには最

後の砦になること、そうした主旨で社会のラストリ

ゾート機能として必須であることを述べた。つまり、

感染対策としての滅菌機能、有害化学物質対策とし

ての分解制御機能、脱炭素社会に向けた炭素貯留機

能の 3 点を取り上げて、循環型社会形成に向けた廃

棄物管理の重要な役割を考えてみた。処理処分施設

の機能や能力は柔軟に対処する必要はあるものの、

先述の 3 つの事例の役割の必要性をこれからもよく

理解していきたい。

　一方、発生抑制が大切であることはよく言われて

きたことである。3R のなかではリサイクルの前に

リデュース・リユースの 2R を、なかでもリデュー

スを優先するべきという意見である。今回は、発生

抑制はどの程度の効果をもたらすのか、主たる抑制

対象は何になるのかについて考えてみたい。ごみの

中には、発生抑制行動によって抑制可能な廃棄物が

一定量含まれる。廃棄物の発生が抑制できれば、そ

の処理処分の際の温室効果ガス（GHG：Green-

house Gas）が削減できるのみでなく、製品の製造

や消費段階で背負っている温室効果ガスを削減でき

る。そうした削減ポテンシャルを明らかにすること

で、発生抑制行動の環境負荷削減可能量を知り、優

先する抑制対象への取組みを考えることができる。

　本論では、ごみの組成から取り上げた食品ロスや

必要以上のプラスチック素材をはじめとする発生抑

制可能物の GHG 削減効果をライフサイクル分析に

基づいて定量化した結果を紹介する。ただ、循環型

社会や循環経済の中心的役割は、リユースやリサイ

クルにあるとみる見方は重要である。リサイクルが

資源保全や脱炭素化に向けた対策の核であり、その

前段としての発生抑制、後段の処理処分を忘れては

ならないということである。脱炭素化をめざす中で

は再生可能資源をベースとした物質循環にシフトし

なければならないという「リニューアブル（再生可

能性）」も、念頭におかねばならないが、発生抑制

とは異なる対策となる。

2．�廃棄物の発生抑制による脱炭素効果、とくに食

品廃棄物とプラスチック素材の抑制について

　ここで紹介する発生抑制方策が有する脱炭素効果

の算定結果は、家庭ごみを構成する物理組成からみ

て発生抑制可能性のある品目を想定して、そのライ

フサイクル分析から算定されたものである1）。具体

的には、食べ残しの抑制、タンブラーやコップの利

用等による使い捨てのカップの抑制、また、一部の

繊維類についての抑制などを考えている。その他、

使い捨てのウェットティッシュなどの使い捨て商品

を発生抑制可能性がある項目として、ごみ全体の約

50％（240 g/人/day 相当）を抑制可能と設定した。

本推計では、発生抑制行動が実施されていない現状

のシナリオと、発生抑制行動により発生抑制可能物

が削減されるシナリオの 2 つのシナリオを設定し、

それぞれのシナリオ間比較により GHG 削減効果と

した。実際に抑制可能な割合については今後精査す

る必要があるが、本研究ではポテンシャルを推計す
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るため、抑制可能物がそれぞれ 50％ 抑制されると

仮定したものである。具体的な発生抑制行動として

は、「簡易包装・買い物袋持参」「詰替容器式商品の

購入」「使い捨て容器入れ飲料水や液体調味料の購

入抑制」「リユース食器の利用」などが考えられる。

　システム境界は、「それぞれの発生抑制可能物の

生産、使用、廃棄」とした。現状シナリオでは、発

生抑制可能物の使用および廃棄について考慮し、発

生抑制シナリオにおいては、発生抑制行動時に必要

な代替物についての製造、使用及び廃棄を考慮し、

代替物の使用にプロセスは製品ごとに異なるフロー

を設定した。代替物を必要としない発生抑制可能物

については、発生抑制可能物使用時と同等のサービ

スを得ることのできる発生抑制行動による仮想フロ

ーを設定した。これらの代替物及び仮想フローによ

って回避される発生抑制可能物の製造、使用、廃棄

を代替フローとして設定した。機能単位は、「京都

市における各製品のサービスを満たすこと」とした。

発生抑制行動に代替物が必要な項目の機能単位は、

それぞれの必要サービス回数は発生抑制可能物の発

生量から推計し、各々の発生抑制行動によってもサ

ービスは満たされるものとしている。詳しくは、矢

野らの原著論文1）を参照いただくとして、こうした

試算で得られた発生抑制時の温室効果ガス削減原単

位を 表 1 （p.24）に整理して示した。矢野らの試

算結果とともに、類似の抑制対象について計算され

た他の研究報告値を併記している2─13）。

　食品ロスを抑制することにより、温室効果ガスは

0.5～5.0 tonCO2eq／ton の削減効果を有することが

表 1 より分かる。研究結果によって、1 桁の原単位

差のある結果が報告されており、その要因の詰めは

引き続きの課題であるが、平均的には矢野らの京大

試算値の 2.0～2.5 tonCO2eq／ton である。抑制シナ

リオの対照シナリオとしては、焼却エネルギー回収

を想定している熱化学処理とメタン発酵やコンポス

ト化という生物処理を取り上げている例に大きく分

かれる。それぞれの地域の現状システムを反映した

シナリオになっているものとみられるが、対照を熱

化学処理とするか、バイオ処理とするかで、抑制効

果が大きくは変わらないように見える。Albizzati

らは、食品廃棄物への対処方策として 21 のシステ

ム方策を取り上げ、その脱炭素効果やさまざまな環

境負荷に関するライフサイクル分析を行っている14）。

発生抑制の削減効果というよりは、幅広い循環方策

の検討結果として報告されているため、表 1 への記

入は控えているが、興味深い結果が多く報告されて

いる。ここで主題としている発生抑制のほか、ヒト

の消費や動物飼料への再使用、食品産業や化学産業

への投入となるマテリアルリサイクル、栄養分とし

ての肥料リサイクル、エネルギーや燃料回収を取り

上げた幅広い解析が行われている。食品廃棄物抑制

による GHG 排出量は－4200kgCO2-eq./ton であり、

再使用の－1300～－200kgCO2-eq./ton、マテリアル

リサイクルの－55～1200kgCO2-eq./ton などに比べ

て、温室効果ガス削減効果は極めて大きい。このデ

ンマーク工科大学の食品廃棄物管理に関する持続性

解析は、取り上げている循環方策の網羅性と先端性

を含めて、今後の 3R 手法への貴重な知見を提供し

ており、しっかりとフォローしたい研究の一つであ

る。また、Salemdeeb ら6）は、食品ロス抑制を考慮

した購入削減により GHG 削減効果を得たとしても、

別の製品購入によるリバウンド結果に至ることがあ

ることに注意喚起している。英国ケンブリッジ大か

らの報告であるが、食品廃棄物抑制で 78％ の温室

効果ガス削減を見込むことができるが、60％ まで

のリバウンドを覚悟しなければならないとしており、

重要なメッセージである。

　プラスチック製飲料容器抑制の GHG 削減原単位

は 0.64～4.7 tonCO2eq／ton の範囲にある。これも

相当の試算値の幅があるとみなければならないが、

Nessi ら12）は発生抑制策として、使い捨て容器の代

わりに、公共水を直接利用するシナリオ、リユース

容器を利用するシナリオを比較した。その結果、公

共水の直接利用が最も環境負荷（地球温暖化のみで

なく、エネルギー消費、非生物資源消費、富栄養

化）が低いこと、リユース容器としては PET ボト

ルの環境負荷が低いことを示した。ただし、リユー

ス容器に関しては瓶詰工場との距離の感度が高く、

輸送距離が重要な要素となることも指摘している。

抑制行動として水道水利用によりプラスチック製容
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  表 1  　発生抑制による温室効果ガス削減効果の既報一覧

廃棄物種類 回避可能な製品等
GHG 削減効果

［t CO2/t廃棄物］
抑制方策

廃棄物処理方法（対照
のベースラインシナリオ）

参照

食品ロス
食品廃棄物

手付かず食品（家庭） 2.43 食習慣の改善
焼却（エネルギー回収）、
焼却灰埋立

矢野ら1）

食べ残し（家庭） 1.89 食べ残し防止
焼却（エネルギー回収）、
焼却灰埋立

矢野ら1）

食品ロス（小売流通業） 1.87 余剰食糧の配布
焼却、コンポスト化、嫌
気性消化

Damiani ら2）

食品ロス
（レストランやホテル）

0.54─1.61 持ち帰り用袋使用 焼却（エネルギー回収）、
リサイクル、メカニカル
バイオ処理、埋立

Obersteiner ら3）1.18 慈善団体へ寄付

1.41─5.07 食品廃棄物の追跡

食品ロス（家庭） 2.98─5.10 ─
嫌気性消化、容器コンポ
スト化、焼却（エネルギ
ー回収）、埋立

Slorach ら4）

食品ロスと食品廃棄物
（家庭）

1.8 ─ コンポスト、投棄 Creus ら5）

食品ロス（家庭）
0.65─1.27

食料購入の削減 嫌気性消化 Salemdeeb ら6）

1.70─1.79

食品ロス（家庭） 1.47 ─ コンポスト、埋立 Abeliotis ら7）

食品ロス（家庭） 2.01 ─
焼却（エネルギー回収）、
焼却灰埋立

Matsuda ら8）

飲料容器

プラスチック飲料容器 3.04
リターナブルびんで
代替

焼却（エネルギー回収）、
焼却灰埋立

矢野ら1）

ペット飲料容器
（観光客）

0.68─1.00
公共用水道水で代用
や再利用可能な飲料
ボトル

焼却（エネルギー回収）、
リサイクル、機械的・生
物的処理、埋立

Obersteiner ら3）

プラスチック飲料容器
（官公庁）

1.19─4.11 ガラス瓶で代替

資源供給から生産、利用
までを考慮

Hutner ら9）2.78
ウォーター・サーバ
ーで代用

PET 飲料カップ 1.40─3.39
再利用可能な PP 製
カップで代用

PET ボトル（家庭） 2.59
再利用可能なプラス
チックボトルで代用

焼却（エネルギー回収）、
焼却灰埋立

Matsuda ら10）

PET ウォーターボトル 4.1 家庭の水道水で代用
分別・リサイクル、焼却

（エネルギー回収）
Nessi ら11）

PET ウォーターボトル

0.85─4.68 公共水道で代用
焼却（エネルギー回収）、
リサイクル

Nessi ら12）

（－0.29）─1.71
ガラス瓶/PET 詰め
替えボトルで代用

日用品の 
容器包装材

日用品用プラスチックボ
トル（家庭）

3.42 詰め替え製品の活用
焼却（エネルギー回収）、
焼却灰埋立

矢野ら1）

液体洗剤パッケージ 1.25─3.11 詰め替え容器で代用
分別・リサイクル、焼却

（エネルギー回収）
Nessi ら11）

使い捨て 
プラスチック

使い捨てプラスチック
（家庭）

3.67 使い捨て製品の回避
焼却（エネルギー回収）、
焼却灰埋立

矢野ら1）

使い捨て洗面用具容器
（ホテル）

3.00─3.76
詰め替えディスペン
サーで代用

焼却（エネルギー回収）、
焼却灰埋立

Obersteiner ら3）

レジ袋

レジ袋（家庭） 1.42 エコバッグで代用
焼却（エネルギー回収）、
焼却灰埋立

矢野ら1）

レジ袋（家庭） 4.11 エコバッグで代用
焼却（エネルギー回収）、
焼却灰埋立

Matsuda ら10）

レジ袋（家庭）
4.85─4.99

エコバッグで代用 焼却、リサイクル Nishijima ら13）

（－0.42）─3.05



器使用を減らす行動の抑制効果を見積もった研究が

複数みられ9，11，12）、2.8 tonCO2eq／ton や 4.2 tonCO-

2eq／ton という比較的大きな抑制試算値が得られ

ている。水道水利用の効果は容器再使用より大きい

とみることができ、抑制行動選択は重要で、その影

響は大きいということでもある。液体洗剤やさまざ

まな日用品向けの詰め替え容器使用による抑制も

3.0 tonCO2eq／ton レベルの効果を期待できる。完

全代替を期待できない製品へのアプローチとしてこ

うした再使用ボトルの効果は有効である。

3．脱炭素化に向けた廃棄物の発生抑制と資源循環

　ごみの発生抑制可能物を 50％ 抑制した際の GHG

削減効果推定結果を紹介し、関連のライフサイクル

研究結果と比較してきた。ごみの発生抑制による効

果は、ごみの処理処分過程の負荷削減のみでなく製

品の生産段階の効果を含めた効果である。この考え

方を、Cleary は発生抑制策の LCA 評価手法として、

システム境界を製品の製造段階まで拡張することで

発生抑制効果を定量化する手法「WasteMAP LCA 

（Waste Management and Prevention LCA）」とし

て提案した15，16）。抑制効果が個別製品別により幅広

く詳細に推定され、具体展開に繋がっていくことが

期待されるが、こうした抑制の効果は全体としてど

の程度なのか、試算がはじまっている。京都市全体

としての見積もりでは、合計 14.5 万 t-CO2eq /y の

抑制ポテンシャルが存在することが報告されてい

る17）。生産回避による GHG 削減効果を中心に大分

類でみた場合、紙類が 32.3％ と大きく、厨芥類は

25.5％ と紙類に次いで大きい結果となっている。食

べ残しと手付かず食品がそれぞれ 16.6％、8.9％ を

占めるとしている。また細分類で見た場合には、衣

服・身の回り品が 9.2％ と比較的大きい割合を占め

る結果となった。このように食品ロスや紙ごみ、さ

まざまなプラスチック素材の削減ポテンシャルが大

きいとみられている。行動の観点からみた時には、

食べ残しをしないようにすることでの厨芥類の抑制

効果が次に大きく、またバザーなどの活用による日

用品などの発生抑制効果も大きいこととなっている。

抑制行動ごとの実行可能性を十分に考慮できていな

い側面はあるが、削減ポテンシャルは思いのほか大

きいことを常に念頭においておく価値はあるといえ

る。

　今回仮定した 50％ 抑制は大きいようにもみえる

が、あながち夢物語でもない。というのも、家庭ご

み中の発生抑制可能物の種別や発生量について、京

都市家庭系ごみ細組成調査では、発生抑制行動と紐

付けた上で発生抑制可能物を 30 項目設定し、その

発生量について 2005 年から調査している。2016 年

度の組成では、家庭系ごみの 39％ について抑制可

能性があり、一人当たり 456 g/人/day 発生してい

る家庭ごみを 179 g/人/day 減少させることができ

るとみられている18）。すでに京都市では、家庭ごみ

発生量についてピーク時からの半減を達成してきて

おり、依然として微減ながら減量が継続している。

ピーク時の 3～4 割の発生量とすることも視野に入

りつつある。そうした抑制減量分の一部が、純粋な

意味での抑制になったり、リユース・リサイクル対

象となってきたわけである。そして、残されたこれ

までの 2 分の 1 を下回るフローでもって今後の動静

脈系を維持し、そのフローの多くを再生可能素材で

維持する姿を思い描くことができつつある。こうし

て一定量の抑制を果たしたフローでもって、リサイ

クルを基調とした循環系を構成していくことが、脱

炭素化時代の資源循環と廃棄物管理の姿であるとい

えよう。
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